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目的　東京都から近隣県への医師の派遣の状況を明らかにする。
方法　東京都が実施した専攻医プログラムの基幹施設である都内の医療機関および基幹施設となっ

ていない大学病院，分院を対象とした医師派遣に関する調査の再分析を通じて，他の医療施設
に派遣された医師数の詳細を分析し，さらに都外に派遣された医師数がその県内の医師数の占
める割合を診療科別に推計した。

結果　派遣された東京都の医師のおよそ半数は都外の医療機関で診療に派遣されていた。女性医師
は男性医師と比較して派遣地域が東京都や埼玉県である割合や，派遣期間が 6 カ月～ 1 年未満
である割合は高い傾向を示した。派遣された医師は，その県の医師数の10％を超え，また病院
に従事する医師数の20％を超える診療科もあった。この場合，最低でもその県の診療科医師の
4 ～ 5 人に 1 人は東京都内の医療機関からの派遣医師であることを示しており，近隣県におい
て，特に病院診療において医師確保が都内医療機関から移動する医師を供給源として一定の割
合を占めている状況が明らかになった。

結論　東京都と近隣県の医師の供給については，一つの都県内だけでなく地域全体の現状を含めて
考えていくことの重要性が示唆された。

キーワード　医師派遣，地域医療，医師確保，東京都

Ⅰ　は　じ　め　に

　東京都は2030年頃まで人口が増加する中で，
高齢化が進行していくことが予想されている。
東京都は人口が集中するとともに13の大学医学
部が所在する日本で最も医師数の多い都道府県
であるが，都心には高度医療機関が多く存在す
る一方で，急激な高齢化と人口減少を迎えてい
る地域や，また島

とう

嶼
しょ

のような医療資源の少ない
地域も存在する等，地域ごとの医療の状況は大
きく違う。東京都にとっても地域医療体制の確
保は重要な課題となっている1）。

　東京都内で医学部を卒業し，臨床研修を経た
医師は，その後所属する部局や専攻医プログラ
ム等を通じて，都内の医療機関で診療に従事す
ることもあれば，他県の医療機関で診療するた
め，都外に移動して診療することもある。これ
まで様々な形で都内の大学病院等の医師は診療
を行う施設を移動して，その地域の医療提供体
制の維持のために貢献してきた経緯がある2）-4）。
しかし，東京都におけるこのような医師の派遣
について全体像を明らかにした研究はない。
　東京都は，医師の派遣を「研修医・専攻医の
研修派遣及び，医局の指示等により異動があり
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うるポストで，そのポストが何らかの理由で欠
員となった場合に医局として人員を補てんする
こと（開設者が同一の病院間において行われて
いる派遣等や，受入病院との相互の交流として
行われている派遣等を除く）」，と定義し，都内
の専攻医プログラムの基幹施設である医療機関
等に対して医師の派遣に関する調査を行った。
本研究ではこの調査結果を集計し，再分析を行
い，その結果を元に東京都から近隣県への医師
の派遣の状況を明らかにすることを目的とした。
これにより，近隣県の地域医療において，東京
都の派遣医師の存在が定量的に示されることで，
地域における医師確保の観点から重要な知見を
提供できると考えられる。

Ⅱ　方　　　法

　東京都の調査は2018年 8 月31日から 9 月10日
にかけて実施された。調査対象となったのは専
攻医プログラムの基幹施設である都内の医療機
関および基幹施設となっていない大学病院，分
院であった（以下，専攻医プログラムの基幹施
設である医療機関等）。調査票では，医師の派
遣を「研修医・専攻医の研修派遣及び，医局の
指示等により異動がありうるポストで，そのポ
ストが何らかの理由で欠員となった場合に医局
として人員を補てんすること（開設者が同一の
病院間において行われている派遣等や，受入病
院との相互の交流として行われている派遣等を
除く）」，と定義し，診療科別に2018年 4 月から
翌年 3 月までの間で派遣する，もしくは派遣す
る予定の医師について，性別，派遣都道府県，
派遣期間，医歴（医学部卒後年数）の情報提供
が要請された。調査票は東京都から対象となっ
た医療機関の497の診療科に向けて送付された。
この後，本研究では調査における上記の定義に
基づき「派遣」を使用する。
　東京都の調査は医療機関診療科単位で実施さ
れ，個人情報を収集しない形で行われた。東京
都は回収された調査票を集計し，その結果の一
部を医療審議会地域医療対策協議会で公表し
た5）。本研究は調査票の情報を元にさらに詳細

な派遣都県別，診療科別，性別の再分析を加え
たものであるが，個人情報は含まれず，収集し
た情報は個々の医師に紐づけることができない
ため，倫理審査の対象とならない。
　本研究では，地域医療体制における東京都の
派遣医師の近隣県での存在や関与の度合いに着
目することから，再分析を派遣期間 6 カ月以上
の医師（以下，派遣医師）に限定し，それ未満
の短期的な派遣を除いている。そのため，東京
都が公表している派遣医師に関する調査結果5）

とは，差異がある。
　また，本研究では，東京都の医療機関から派
遣された医師の派遣地域（県）における存在を
定量的に示すため，診療科別の医師数の割合の
算出を行った。平成30年医師・歯科医師・薬剤
師統計の「閲覧　第21表　医療施設従事医師数，
病院－診療所，主たる従業地による都道府県－
指定都市・特別区・中核市（再掲），主たる診
療科別」6）の医療施設従事医師数，病院従事医
師数を分母に使った。その際，平成30年医師・
歯科医師・薬剤師統計は2018年12月 1 日時点で
の医師数であるが，東京都の調査では2018年 4
月から翌年 3 月までの間の派遣のもしくは派遣
予定の医師であるため，調査時点のずれがある
ことを考慮する必要があった（図 1）。そこで，
その割合を算出する際は，派遣医師の中で期間
6 カ月から 1 年未満の医師は入れ代わりを考慮
して0.5人として扱うこととし， 1 年以上の医
師はそのまま取り扱い，その時点における地域
医療体制における存在と関与の強さに着目した
推計を行った。統計処理はＲ Version 3.6.1を
使い，派遣医師の県別の比較はフィッシャー正

図 1　東京都の派遣医師に関する調査の概要

医師・歯科医師・薬剤師統計
12月 1 日現在

4月 3月

この期間に派遣した，もしくは翌
年 3月まで派遣を行う予定の医師
を調査した。

調査期間（ 8月31日
～ 9月10日）

平成29年
2017年

平成31年
2019年平成30年

2018年

平成30年



―　 ―3

第68巻第 2 号「厚生の指標」2021年 2 月

確確率検定の多重比較（Holmの方法），男女別
の比較では比率の差の検定を行った。統計的有
意水準は 5 ％とした。
　東京都による医師派遣に関する調査と医師・
歯科医師・薬剤師統計の診療科の報告方法に差
異があるため，厚生労働省の資料を参考に集計
上，前者の「内科」医師数を後者の「内科」
「呼吸器内科」「循環器内科」「消化器内科（胃
腸内科）」「腎臓内科」「神経内科」「糖尿病内科
（代謝内科）」「血液内科」「アレルギー科」「リ
ウマチ科」「感染症内科」「心療内科」の合計医
師数とし，前者の「外科」を後者の「外科」
「呼吸器外科」「心臓血管外科」「乳腺外科」
「気管食道外科」「消化器外科（胃腸外科）」
「肛門外科」「小児外科」の合計として取り扱
うこととし，さらに前者の「産婦人科」は後者
の「産科」「産婦人科」「婦人科」の合計とし
た7）。なお，基幹施設や大学病院等からの派遣
先の医療機関は病院である可能性が高いと考え，
平成30年医師・歯科医師・薬剤師統計の病院従
事医師数を使って算出することとしたが，全体
の医療施設従事者数を使っての算出も行った。
派遣医師数については，集計の結果，医師数10
人未満に算出された場合は，本研究では数字を
「－」に入れ替えた。

Ⅲ　結　　　果

（ 1）　東京都の医師派遣に関する調査に回答し
た医療機関の特性

　調査票の送付された専攻医プログラムの基幹
施設である医療機関等の診療科は497あり（う
ち34は基幹施設ではない大学病院・分院の診療
科のもの），52施設の278診療科から回答があっ
た（回答率55.9％）。回答のあった医療機関の
うち，18施設が大学病院等のいわゆる医育機関
であり，14施設が特定機能病院，12が都立病院
等の公立病院であった。回答のあった医療機関
の78.8％が400病床以上を持つ大規模な病院で
あった（表 1）。回答のあった医療機関には多
くの診療科が存在し，ほとんどの医療機関に内
科，整形外科や小児科等の診療科が存在した

（それぞれ96.2％，94.2％，84.6％）。医療機
関は医師派遣について該当する場合には調査票
に記載し，回答することとなっていたため，正
確な回答率の算出はできなかった。一方で同時
に東京都が基幹施設である医療機関を対象とし
て実施した専攻医の採用実績に関する調査は
463のうち，458診療科からの回答（98.9％）を
得ており5），同程度の回答率であれば，ほとん
どの未回答の医療機関の診療科は医師を派遣し
ていないため未回答であると考えられるが，未
回答の医療機関や診療科に関する情報はないこ
とから，そのような分析を行うことはできない。
なお，送付先の医療機関数に関するデータはな
いことから施設ベースでの回答率は算出できな
い。

（ 2）　派遣された都道府県と期間
　本研究では，短期や臨時に担当する診療では
なく，診療における地域の医療提供体制におけ
る関与の強さに着目したいと考え，これ以降の
分析は東京都の医療機関から派遣期間 6 カ月以
上の医師のデータを使用した。派遣医師のおよ
そ半数（49.6％）が東京都外への移動を伴うも
のであった。派遣医師の中で，都外の派遣地域
（県）として一番割合の高かった上位 5 県は埼
玉県（24.3％），神奈川県（23.8％），千葉県
（17.3％），静岡県（8.3％），茨城県（8.2％）
であった（図 2）。派遣は幅広い地域に渡って
おり，41道府県に派遣による医師の移動，もし
くは移動の予定を認めた。また，医師の派遣期
間は12カ月が82.7％で一番多く， 9 割以上が半

表 1　東京の調査に回答した医療機関の特性
医療機関数（％）

調査対象診療科 497
回答診療科 278（55.9）1）
回答医療施設 52
　医育機関（内数） 18（34.6）
　公立病院（内数） 12（23.1）
　特定機能病院（再掲） 14

　400床以上（再掲） 41（78.8）
　200～400床未満（再掲） 7（13.5）
　200床未満（再掲） 4（ 7.7）

注　1）　調査は該当する場合のみに回答することとなっており正確
な回収率の把握はできない（本文参照）。
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年以上の期間の派遣であった（表 2）。
　東京都の調査で回答が得られた派遣医師は全
体で8,586人であり，女性医師の割合は2,221人
（25.9％），医歴の中央値は10年（平均13.4年）
であった。派遣医師数の多かった上述の上位
5 県について分析結果した結果，派遣医師の中
で女性医師の割合は，茨城県，静岡県は東京
都のそれより低く（それぞれ18.8％，13.4％対
29.6％），静岡県は女性医師の割合が埼玉県，
神奈川県と比較して低い値を示した。また，派
遣医師の卒業後年数（医歴）は，茨城県，千葉
県，静岡県では埼玉県や東京都の医師と比較し
て10年以内の割合が多い傾向を示した（それぞ
れ63.5％，56.2％，57.4％対45.2％，49.1％）
（表 3）。

（ 3）　派遣医師の診療科等
　診療科別の派遣医師数では内科が2,586人で
最も多く，続いて小児科が1,051人，整形外科
が762人，外科が757人であった。女性医師の割
合は皮膚科，産婦人科，眼科で高い値（それぞ
れ，58.3％，47.5％，45.4％）を示した（表 4）。
　都県別にみると，派遣医師が一番多かった埼
玉県は内科，小児科，整形外科の順に多く，次
の神奈川県では内科，外科，小児科，千葉県で
は内科，整形外科，小児科が多かった（表 3）。
　男女別の派遣医師の比較では，派遣期間は男
性医師より女性医師の方が 1 年以上の派遣の割
合が少ない傾向を認めた。医歴は女性医師の方
は10年以内の割合が多かった。また，女性医師

の方が東京都，埼玉県への派遣の割合が高く，
逆に茨城県，静岡県への派遣の割合が低い値を
示した（表 5）。
　派遣医師がその派遣地域（県）の医師数の中
でどれぐらいの程度の割合を占めるかの推計を
行った（Ⅱ．方法参照）。平成30年医師・歯科
医師・薬剤師統計の医療施設従事医師数を分母
に使用した場合，小児科，耳鼻科，脳外科，救
急科，形成外科が複数の県で派遣医師の割合が

図 2　東京都の医療機関から医師が派遣された地域（Ｎ＝8,653）
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注　 6 カ月以上の派遣期間のあった医師の割合

表 2　東京都の医療機関から医師が派遣された期間
人数（％）

6 カ月未満 649（ 7.0）
6 カ月～ 1 年未満 946（10.2）
12カ月（ 1 年） 7 687（82.7）
1 年超 6（ 0.1）

注　これ以外に派遣期間が不明となっていた医師があったが，分析
から除いてある。

表 3　東京都の医療機関から近隣県に派遣された医師の都道府県別状況

派遣医師数 派遣期間（％）
（Ｎ＝8,639）

医歴（％）
（Ｎ＝8,586） 診療科

総数 女性
（％）

6 カ月～
1 年未満 1 年以上 10年以内 10年超 1 位 2 位 3 位 4 位 5 位

全体 8 586 25.9 11.0 89.0 51.1 48.9 内科 小児科 整形外科 外科 耳鼻科
茨城県 351 18.8 10.8 89.2 63.5 36.5 内科 外科 小児科 脳外科 整形外科
埼玉県 1 040 25.8 9.3 90.7 45.2 54.8 内科 小児科 整形外科 外科 脳外科
千葉県 742 24.9 13.7 86.3 56.2 43.8 内科 整形外科 小児科 外科 産婦人科
神奈川県 1 021 25.2 9.2 90.8 51.4 48.6 内科 外科 小児科 整形外科 皮膚科
静岡県 358 13.4 14.0 86.0 57.4 42.6 内科 小児科 外科 整形外科 脳外科
東京都 4 360 29.6 10.2 89.8 49.1 50.9 内科 小児科 整形外科 外科 耳鼻科

注　1）　派遣医師数は，派遣地域に都道府県以外が記載されたものがあったため（表 2 ）とは一致しない。Fisher正確確率の検定の多重比較
（Holmの方法）により，女性の割合は東京都は茨城県，静岡県より高く，静岡県は埼玉県，神奈川県より低かった（各々ｐ＜0.05）。

　　2）　また，医歴は，茨城県は埼玉県，神奈川県，東京都より，千葉県と静岡県は埼玉県，東京都より10年以内の割合が高い傾向を示した
（各々ｐ＜0.05）。
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10％を超えた。特に形成外科では20％を超える
割合の県が 3 県（埼玉県，千葉県，静岡県）
あった。県別にみた場合，埼玉県，茨城県，千
葉県で割合が10％を超える診療科がそれぞれ 7
科，5 科，4 科あった（表 6（Ａ）「-」を含む）。

　平成30年医師・歯科医師・薬剤師統計の病院
従事医師数を分母に使った場合，前述の診療科
に加え，内科，皮膚科，整形外科，産婦人科，
眼科，泌尿器科，放射線科，麻酔科，リハビリ
テーション科がそれぞれ複数の県で派遣医師が

表 4　東京都の医療機関から派遣された医師の診療科の状況（Ｎ＝8,586）

医師数 女性
（％）

（参考）
病院従事者の女性割合（％）2） 医師数 女性

（％）
（参考）

病院従事者の女性割合（％）2）

内科 2 586 22.0 20.5 泌尿器科 323 18.3 8.2
小児科 1 051 31.7 36.4 脳外科 391 11.5 6.5
皮膚科 266 58.3 54.8 放射線科 213 28.8 24.0
精神科 282 33.7 23.0 麻酔科 279 44.8 40.9
外科 757 14.4 10.0 病理 59 25.4 29.6
整形外科 762 8.7 6.2 救急科 151 11.9 14.9
産婦人科 383 47.5 43.5 形成外科 284 29.6 32.7
眼科 346 45.4 42.4 リハビリテーション科 93 39.8 23.6
耳鼻科 402 30.8 25.5
注　1）　臨床検査科は派遣医師が少数であったことため，表から除いた。また，総合診療科は医師・歯科医師・薬剤師統計にデータがないた

め分析から除いた。
　　2）　（参考）は平成30年医師・歯科医師・薬剤師統計の第33表医療施設従事医師数，平均年齢，病院－診療所，年齢階級，性，主たる診

療科別を利用して算出した。

表 5　東京都の医療機関から派遣された医師の男女別状況
（単位　％）

派遣期間
（Ｎ＝8,572）

医歴（年）
（Ｎ＝8,586）

派遣地域
（Ｎ＝8,586） 診療科

6 カ月～
1 年未満 1 年以上 10年以内 10年超 東京都 茨城県 埼玉県 千葉県 神奈川県 静岡県 1 位 2 位 3 位 4 位 5 位

男性 10.5 89.5 47.0 53.0 47.6 8.5 23.1 16.6 22.8 9.3 内科 小児科 整形外科 外科 脳外科
女性 12.6 87.4 63.1 36.9 59.6 7.6 31.0 21.3 29.6 5.5 内科 小児科 産婦人科 眼科 皮膚科
注　東京都だけは，派遣された全医師に対する割合である。東京都以外は，東京都以外に派遣された医師に対する派遣地域ごとの割合である。

比率の差の検定により派遣期間，医歴と性別（男性と女性）にはそれぞれ有意な関連を認めた（ｐ＜0.05）。また，比率の差の検定により
派遣地域である茨城県，埼玉県，静岡県，東京都と性別には有意な関連を認めた（各々ｐ＜0.05）。

表 6　派遣先の県における東京都の医療機関から派遣された医師の診療科別割合
（Ａ）全医療従事者の割合（Ｎ＝8,639） （単位　％）

全体 内科 小児科 皮膚科 精神科 外科 整形外科 産婦人科 眼科 耳鼻科 泌尿器科 脳外科 放射線科 麻酔科 救急科 形成外科
リハビリ
テーショ

ン科
茨城県 6.2 6.0 12.5 － 4.6 7.3 6.9 6.1 － 11.4 － 15.4 － － － － －
埼玉県 8.0 6.9 14.8 7.6 3.4 7.9 12.4 7.0 6.6 10.6 17.4 16.2 7.5 10.3 6.4 23.9 －
千葉県 5.7 3.9 9.8 4.8 5.1 3.6 9.0 7.6 4.2 9.6 7.9 11.1 12.1 9.7 14.3 30.6 －
神奈川県 5.0 5.5 6.4 6.2 3.7 7.3 3.5 4.5 5.1 7.3 5.1 7.6 － 4.7 5.3 8.4 9.2
静岡県 4.3 3.9 10.5 － － 5.1 4.8 3.0 3.1 6.8 5.4 8.8 － － － 25.9 －

（Ｂ）病院従事者の割合（Ｎ＝8,639） （単位　％）

全体 内科 小児科 皮膚科 精神科 外科 整形外科 産婦人科 眼科 耳鼻科 泌尿器科 脳外科 放射線科 麻酔科 救急科 形成外科
リハビリ
テーショ

ン科
茨城県 9.0 10.7 18.4 － 5.9 8.2 10.6 9.1 － 28.1 － 18.4 － － － － －
埼玉県 12.5 12.9 24.0 23.1 4.6 9.0 21.7 11.9 22.7 29.2 23.4 20.0 7.9 10.6 6.6 27.4 －
千葉県 8.3 6.7 15.5 14.1 6.8 3.9 13.8 13.2 11.5 21.0 10.5 12.1 12.8 10.1 14.3 34.9 －
神奈川県 7.8 10.1 12.2 16.5 5.9 8.0 5.6 7.5 14.5 16.7 6.9 9.4 － 5.0 5.3 10.7 10.3
静岡県 6.8 7.3 18.8 － － 6.2 7.9 5.4 12.0 16.3 8.7 10.8 － － － 33.1 －
注　派遣期間が 6 カ月～ 1 年未満の派遣医師は0.5人と換算して算出している（Ⅱ．方法参照）。医師数が集計の結果10人未満少数である場合，

数字を「－」に入れ替えてある。診療科の取り扱いについては本文を参照。病理，臨床検査科は医師数が少数であったことから除いた。ま
た，総合診療科は平成30年医師・歯科医師・薬剤師統計にデータがないため分析から除いた。　　10-19％，　　20-29％，　　　30％
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10％の割合を超えた。県別にみると，小児科，
皮膚科，整形外科，眼科，耳鼻科，泌尿器科，
脳外科，形成外科においては埼玉県では20％を
超え，耳鼻科では茨城県，千葉県も20％を超え
た。埼玉県，茨城県，千葉県で割合が10％を超
える診療科がそれぞれ13科， 9 科，12科あった。
特に埼玉県では，20％を超える診療科が 8 科あ
り，病院に従事する医師数全体でも派遣医師数
が12.5％と10％を超える割合を示した（表 6
（Ｂ）「-」を含む）。

Ⅳ　考　　　察

　本研究では東京都の実施した専攻医プログラ
ムの基幹施設である医療機関等を対象とした調
査を通じて，他の医療施設に派遣された医師の
派遣地域，診療科等を分析し，さらに東京都外
の派遣医師数がその派遣地域内の医師数に占め
る割合を推計した。東京都の派遣医師のおよそ
半数は都外の医療機関に移動し，特定の診療科
の派遣医師は，その県の医師数の10％を超える
割合を示し，また病院に従事する医師数の20％
を超える診療科もあった。この場合，最低でも
その県の診療科医師の 4 ～ 5 人に 1 人は東京都
内の医療機関からの派遣医師であることを示し
ている。小児科，皮膚科，耳鼻科等の診療科で
10％や20％を超えている県では，病院診療の医
師の確保において，都内医療機関から移動する
医師を供給源として一定の割合を占めている状
況がうかがわれた。
　医師の「派遣」には，定まった定義はないと
考えるが，医師が不足する地域や病院等が大学
病院へ医師を送ってもらうよう要請した結果を
指して言うことが多い8）。東京都の調査におけ
る定義は，欠員となるポストに配置し穴埋めを
行う，一般企業における異動にも近い概念であ
り，地域等から何らかの要請があったかどうか
は不明である。大学病院の診療科（医局）にお
ける医師の人事は関連医療機関を定期的に巡回
する慣行（ローテーション）があり4），定義上
これらの人事が調査に含まれ，現れることと
なったと考えられる。これ以外に，定義上含ま

れないものとして，異動せず都内の医療機関に
所属しつつ，例えば特定の曜日等だけ他県の医
療機関において診療支援を行う形も考えられ
る9）。また，一般的に使われる労働者の派遣と
も概念が違うことにも注意が必要である。
　東京都の調査対象は，専攻医プログラムの基
幹施設である医療機関等であったが，医師の働
く場所が変わる際には，一般的には所属する上
記施設（大学病院の医局）を通じて行われるこ
とが多いと考える。派遣先の医療機関で前任者
と入れ替わるローテーションが行われれば，派
遣期間が 6 カ月～ 1 年未満の場合，東京都の調
査期間に最大 2 回入れ替わることとなり，その
医療機関の医師数として変化はない。本研究で
は，派遣医師が近隣県の医師数においてどの程
度の割合であったのか推計する際，派遣期間が
6 カ月～ 1 年未満の医師を0.5人として算出し
ているが，平成30年医師・歯科医師・薬剤師統
計の調査時点で医師の入れ替わりが途絶えたら，
割合は過大推計となり，医師を追加的に派遣し
たら，割合は過小推計となる。東京都の調査で
は，派遣先の医療機関での医師の状況について
情報がないことから，本研究ではこれ以上の分
析はできず，本研究の限界である。
　また，少数ながらも病院間の人事異動や，そ
れ以外に個人的な事情により医師が働く場所を
変える場合（開業等）もあるだろう。さらに，
東京都の調査の回答率から，医師を派遣しなが
ら，回答しなかった診療科が存在する可能性が
ある。そのため，東京都の医師派遣に関する調
査は医師の移動に関する網羅的な調査ではない。
よって，医局によるローテーションが行われて
いる前提で考慮すれば，本研究の派遣医師数は
その年の医師全体の移動の実態よりは少なく，
保守的な値が算出されていると考えられる。
　今回の医師派遣に関する調査に対して，以下
のような課題があると考えられた。①病院の診
療体制を維持するため，派遣先で勤務する医師
が交代で戻ってくるローテーションが行われる
か，調査ではわからないため，医療提供体制全
体への影響を考察することができない。②ほと
んどが病院からの医師派遣であることから，派
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遣地域で病院診療に従事していると思われるが，
派遣地域での勤務状況に関する詳細な情報がな
い。そのため勤務先が診療所なのか病院なのか，
業務が外来診療なのか病棟勤務なのかはわから
ない。③また， 1 年のみの調査であるため，医
師派遣の経時的動向を捉えておらず，地域別に
派遣された医師数の増減などは把握できない。
　形成外科はその派遣地域（県）で診療に従事
する派遣医師が高い割合を示した。形成外科は
もともと医師数が比較的少ない診療科であり，
少数の派遣医師でも大きな割合を示すことがあ
ると考えられる6）。また，形成外科の医師では，
派遣先の医療機関での主たる診療科名が一致し
ない場合（皮膚科）もあるかもしれないが，そ
の場合形成外科の派遣医師数の割合が少なく，
皮膚科の医師の割合が多く見積もられることに
なる。さらなる検討には，派遣先での勤務状況
のより詳細な情報が必要となる。
　眼科，耳鼻科，皮膚科の病院従事者の割合で
は，派遣地域（県）で診療に従事する派遣医師
が比較的高い割合を示した。この割合は，これ
ら診療科での派遣医師が，入院医療面で決して
小さくない役割を果たしていることを示唆して
いる。眼科や耳鼻科，皮膚科も病院より診療所
が診療の現場となることも多いと考えられるが，
病院従事者について派遣医師の割合が多くなる
理由は本研究では不明である。
　埼玉県は，東京都の医療機関からの派遣医師
の病院従事者の割合が20％を超えたのは小児科
の含め， 8 診療科あった。埼玉県は近隣に東京
都内の大学医学部が多く存在していたことから，
東京都の医療機関からこれまで医師が派遣され
てきた影響があるものと考えられる。同県の入
院医療面での派遣医師の役割は決して小さくな
いといえる。一方で，埼玉県は医師偏在指標で
は全都道府県の中でも下位と発表されており10），
今後は現状より多くの医師確保を必要とする可
能性が高い。
　女性医師は男性医師と比較して派遣地域が東
京都や埼玉県である割合や，派遣期間が 6 カ月
～ 1 年未満である割合が高い傾向を示した。こ
の結果は，これまで報告されたような，女性医

師がキャリアにおいて家庭や育児の環境を重視
する傾向11）が影響している可能性がある。一方
で，これらの選択に女性医師の希望がどの程度
関係したのかが不明であり，その背景に関する
考察は慎重であるべきである。医師の女性の割
合は増加傾向にあることから，女性医師の都内
医療機関から近隣県への派遣の影響は，今後出
てくる可能性がある。
　東京都は13の大学医学部が存在している国内
で特異な地域であり，毎年多数の医学部卒業生
が輩出されており，その後の動きは複雑である。
医師の育成を担う大学医学部が病院等の医師の
供給源となってきたが，本研究では県境を越え
て派遣され，診療に従事している医師の状況に
ついて記述した。平成31年 4 月 1 日に医療法及
び医師法の一部を改正する法律が施行され，都
道府県が医療計画において医師確保計画を策定
することとなり，都道府県にとって医師確保の
重要性が増している12）。医師確保計画は地域の
医療ニーズを踏まえて，医師確保対策を主体的
に実施することができるような仕組みで，都道
府県が大学等の管内の関係者と連携して医師偏
在対策を進めていくことができる体制を構築す
ることとなっている。本研究結果から，東京都
と近隣県の医師の供給については，一つの都県
内だけでなく地域全体の現状を含めて考えてい
くことの重要性が示唆された。
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